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相続手続きのために大事な
準備・相談・話し合い

お役立ち情報

貸付用不動産の相続税評価が変わる！

大家さんが知っておきたい
「２０２６年度税制改正」



く
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
一

方
で
、
実
際
の
資
産
価
値
と
の
乖
離
が

大
き
く
な
る
ケ
ー
ス
も
増
え
、
公
平
性

の
観
点
か
ら
見
直
し
を
求
め
る
声
が
高

ま
っ
て
い
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
背
景
を
受
け
、
２
０
２
６

年
度
税
制
改
正
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
評

価
方
法
を
前
提
と
し
た
短
期
的
な
節

税
策
を
抑
制
す
る
た
め
の
ル
ー
ル
が
新

た
に
導
入
さ
れ
ま
す
。２
０
２
４
年
度
の

「
タ
ワ
ー
マ
ン
シ
ョ
ン
節
税
」へ
の
対
応

に
続
き
、
今
回
は
貸
付
用
不
動
産
全
体

へ
対
象
が
広
が
り
ま
し
た
。

　

今
回
の
改
正
で
特
に
注
目
し
た
い
の

屋
の
一
部
に
は
経
過
措
置
も
設
け
ら
れ

る
予
定
で
、
詳
細
は
今
後
公
表
さ
れ
る

通
達
な
ど
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

　

今
後
は
、「
い
つ
取
得
し
た
不
動
産
な

の
か
」「
誰
が
、
い
つ
相
続
や
贈
与
を
受

　

相
続
税
の
税
額
を
決
め
る
際
、
財
産

は
原
則
と
し
て
時
価
で
評
価
し
ま
す
。

し
か
し
、
不
動
産
は
実
際
の
取
引
価
格

を
個
別
に
調
べ
る
こ
と
が
難
し
い
た
め
、

「
財
産
評
価
基
本
通
達
」に
基
づ
く
評

価
方
法
が
用
い
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
こ

の
評
価
額
は
市
場
価
格
よ
り
低
く
な
る

ケ
ー
ス
が
多
く
、
貸
付
用
不
動
産
は
土

地
や
建
物
に
評
価
減
が
適
用
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
相
続
税
の
負
担
を
軽
減
で
き

る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た

め
、
借
り
入
れ
を
利
用
し
て
賃
貸
不
動

産
を
取
得
し
、
短
期
間
で
相
続
税
評

価
額
だ
け
を
大
き
く
下
げ
る
対
策
が
広

り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
制
度
改
正
前
だ

か
ら
と
い
っ
て
、
相
続
直
前
に
不
自
然

な
対
策
を
行
っ
た
場
合
は
、
租
税
回
避

行
為
と
判
断
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
た

め
注
意
が
必
要
で
す
。
ま
た
、
新
築
家

け
る
可
能
性
が
あ
る
の
か
」と
い
っ
た
点

を
踏
ま
え
、
中
長
期
的
な
視
点
で
資
産

を
管
理
す
る
こ
と
が
よ
り
重
要
に
な
り

ま
す
。
不
動
産
は
す
ぐ
に
売
買
や
組
み

替
え
が
で
き
な
い
た
め
、
制
度
変
更
を

が
、
貸
付
用
不
動
産
に
新
設
さ
れ
る

「
5
年
ル
ー
ル
」で
す
。
２
０
２
７
年
１

月
１
日
以
降
の
相
続
や
贈
与
で
は
、
被

相
続
人
な
ど
が
相
続
開
始
前
５
年
以
内

に
取
得
ま
た
は
新
築
し
た
一
定
の
貸
付

用
不
動
産
に
つ
い
て
、
従
来
の
相
続
税

評
価
で
は
な
く
、
通
常
の
取
引
価
額
を

基
準
と
し
た
評
価
方
法
が
適
用
さ
れ
ま

す
。
実
務
上
は
、「
取
得
価
額
を
基
に
地

価
変
動
な
ど
を
考
慮
し
て
計
算
し
た
価

額
の
80
％
」を
目
安
と
し
て
評
価
す
る

こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
近
年
相
続
対
策
と
し
て
利
用

さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
る「
不
動
産

小
口
化
商
品
」も
見
直
し
の
対
象
と
な

り
ま
す
。取
得
時
期
に
か
か
わ
ら
ず
、「
通

常
の
取
引
価
額
に
相
当
す
る
金
額
」に

基
づ
い
て
評
価
す
る
仕
組
み
へ
変
更
さ

れ
る
予
定
で
、
実
務
で
は
、
事
業
者
が

提
示
す
る
買
取
価
格
や
売
買
実
例
な
ど

を
参
考
に
評
価
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
改
正
に
よ
り
、
相
続
直
前

に
賃
貸
不
動
産
や
小
口
化
商
品
を
取
得

し
て
評
価
額
だ
け
を
大
き
く
下
げ
る
節

税
策
は
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
は
活
用

し
に
く
く
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

今
回
の
改
正
は
、
２
０
２
７
年
１
月

１
日
以
降
の
相
続
ま
た
は
贈
与
に
適
用

さ
れ
ま
す
。
そ
の
た
め
、
２
０
２
６
年

中
に
発
生
し
た
相
続
や
贈
与
は
、
原
則

と
し
て
今
回
の
見
直
し
の
対
象
に
は
な

見
据
え
な
が
ら
、
早
め
に
資
産
状
況
を

整
理
し
て
お
く
と
安
心
で
す
。

　

今
回
の
税
制
改
正
は
、
短
期
間
で
相

続
税
評
価
額
だ
け
を
下
げ
る
節
税
策
を

抑
制
す
る
こ
と
が
目
的
で
す
。
一
方
で
、

賃
貸
経
営
や
長
期
的
な
資
産
形
成
と
し

て
の
不
動
産
投
資
ま
で
否
定
す
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
制
度
の
内
容
を
正

し
く
理
解
し
、
ご
自
身
の
資
産
状
況
や

相
続
時
期
を
踏
ま
え
つ
つ
、
早
め
に
専

門
家
へ
相
談
し
て
計
画
的
に
対
策
を
進

め
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

施行は2027年1月1日ですが、あわてて
動くのは禁物。まずは資産の状況を確認
し、専門家に適宜相談しながら早めに準
備を進めましょう。

大
家
さ
ん
が
知
っ
て
お
き
た
い

税
制
改
正

２
０
２
６
年
度

押さえておきたい今回の改正のポイント
貸付用不動産の

相続税評価が変わる！

不動産小口化商品の対象となる不動産は、取得した時期にかかわら
ず、通常の取引価額を基準に評価されることになります。事業者が提示
する買取価格や売買実例などを参考に評価される予定で、相続税評価
額を利用した短期的な節税効果は従来より小さくなる見込みです。

税理士法人
アンサーズ会計事務所

 代表税理士
野上 浩二郎 氏

【監修】

慶應義塾大学卒業後、大手税
理士法人にて相続・事業承継・
不動産に関わる税務等を中心
とした業務に従事。相続・事
業承継の豊富な実績を経て、
2012年に税理士法人アンサー
ズ会計事務所を設立。

「不動産小口化商品」は
取得時期にかかわらず評価⾒直し

【改正前】

路線価ベースでの評価

【改正後】

通常取引価額での評価
※取得時期問わず

POINT 2

相続開始前5年以内に取得または新築した一定の貸付用不動産は、従
来の相続税評価額ではなく、通常の取引価額を基準とした評価方法が
適用されます。相続直前に賃貸不動産を購入して評価額を大きく下げ
るような節税策は活用しにくくなり、中長期的な資産形成を前提とした
相続対策がより重要になります。

貸付⽤不動産の相続に
「5年ルール」

POINT 1
２
０
２
６
年
度
税
制
改
正
は

貸
付
用
不
動
産
全
体
が
対
象
に

今
回
の
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

「
５
年
ル
ー
ル
」と
は
？

税
制
改
正
の
適
用
時
期
は
？

今
後
は
ど
う
備
え
る
べ
き
か

改
正
内
容
を
正
し
く
理
解
し

早
め
に
専
門
家
に
相
談
を

ま と め

現在保有している
不動産の取得時期は？

いつ、誰が相続や贈与を
受ける可能性があるか

【改正前】

路線価ベースでの評価
（時価の約60〜70％）

路線価ベースでの評価
（時価の約60〜70％）

【改正後】

通常取引価額ベースでの評価
（取得価額の80％程度で評価される見通し）

変更なし

取得
5年以内

取得
5年後超

CHECK!

相続対策は要注意！
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相続手続きのために大事な
準備・相談・話し合い
多くの人が、十分な準備ができないままに直面する「相続」。
実際に経験した人の戸惑いや不安を感じたことを知り、
次の世代が安心できるよう、準備を始めてみませんか？

相続の経験者の声から学ぶ

　

相
続
を
経
験
さ
れ
た
方
を
対
象
と
し

た「
相
続
手
続
き
に
関
す
る
実
態
調
査

（
※
）」に
よ
る
と
、相
続
手
続
き
を
専
門

家
に
依
頼
し
た
内
容
で
最
も
多
い
の
が

「
遺
産
分
割
協
議
書
の
作
成
」で
70
・
６

％
、次
い
で「
相
続
登
記
」「
戸
籍
収
集
」

と
な
り
ま
し
た
。依
頼
費
用
は「
20
万
円

～
30
万
円
未
満
」が
最
多
で
27
・
６
％
。 

一
方
で「
１
０
０
万
円
以
上
か
か
っ
た
」と

回
答
し
た
人
も
６
・５
％
お
り
、そ
の
う

ち
約
４
割
が
1
億
円
以
上
の
相
続
財
産

を
引
き
継
い
で
い
ま
す
。

　

相
続
手
続
き
で
大
変
だ
っ
た
こ
と
は

「
何
を
ど
う
進
め
る
べ
き
か
を
理
解
す
る

た
め
の
情
報
収
集
」「
必
要
な
書
類
が
多

か
っ
た
」が
過
半
数
を
超
え
て
い
ま
す
。

今
後
、相
続
手
続
き
を
行
う
人
へ
の
ア

ド
バ
イ
ス
と
し
て
約
4
割
の
人
が「
専
門

家
へ
の
相
談
・
依
頼
」と
回
答
。下
に
経

験
者
の
声
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、参

考
に
し
て
く
だ
さ
い
。

　

相
続
の
話
は
し
づ
ら
い
か
も
し
れ
ま

せ
ん
。し
か
し
相
続
発
生
後
の
混
乱
や

後
悔
を
防
ぎ
、手
続
き
を
円
滑
に
進
め

る
に
は
、事
前
の
準
備
が
大
切
で
す
。

慣
れ
な
い
手
続
き
は
専
門
家
へ

事
前
の
情
報
収
集
や
準
備
も
大
切

遺産分割協議書の作成

不動産の名義変更
（相続登記）

戸籍収集

相続関係説明図の
作成

相続財産の調査

何をどう進めるべきかを
理解するための情報収集

必要な書類が
多かったこと

手続きのために
時間が取られたこと

手続き先が
複数あること

金銭的な負担が
発生したこと

●費用はかかっても、専門家に頼んだ
方が間違いないし、精神面でもいいと
思う。
●相続手続きは複雑で時間も労力も
費やす必要があります。特に大切な
人を亡くした直後は精神的に大変弱
ります。自分の心が落ち着くまで、専
門家に手続きをお任せすることも検
討してみてください。

●父親は亡くなる数年前から認知症
を発症していたため、生前に相続の
相談がほぼできませんでした。やはり
元気なうちに、家族で財産の確認や
相続について話し合っておくことが重
要だと思いました。
●亡くなることをタブー視することな
く、日頃の会話の中で明るく話し合え
る関係を築いてほしい。

●元気な時に相続の準備をしておく
事の大切さを痛感しました。故人の
意思がわからないと、相続手続きを進
める時に判断に迷う事が多く、悲しい
思いをします。
●相続発生前に、口座が凍結される
被相続人の資産から一部、家族信託
や保険など現金をある程度自由に動
かせる資産にしておく。

依頼した手続きの種類 （複数回答）

相続手続きで大変だったこと （複数回答）

今後手続きを行う方へのアドバイス

0

0

70.6%

62.6%

44.9%

44.4%

36.4%

56.6%

54.1%

34.5%

32.0%

28.8%

※第3回 相続手続きに関する実態調査2025年（株）鎌倉新書

（％）

（％）

専門家への相談・依頼 家族・親族との話し合い 生前準備・終活

 経験者が語る！




